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ドイツの新しいスポーツ施設整備計画指針 : ゴー
ルデンプランのその後




























































































































































































































































































































































































水泳 1 2１ 1 1１ 1 3６ 
自転JＩＩ ２ 1７ ３ ８ ３ 2６ 
ハイキング ３ 1２ 1０ ５ ４ 
スキー(アルペン／ノルディック） ４ ７ ７ ５ 1 
体操/エアロビクス ５ ７ ６ ５ ５ 2３ 
ジョギング／ランニング ６ ７ ４ ７ ２ 2８ 
テニス ７ ６ ５ ６ ４ 2６ 
サッカー ８ ３ ９ ４ ６ 1４ 
スカッシュ ９ ３ ７ ５ ７ ９ 
ボディビル／フィットネス 10 ３ 1 1１ ２ 
ダンス 1０ ６ 
バレーボール ７ ９ 
バドミントン ９ ８ 
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図表９ブーフホルツ市における住民のスポーツ選好度（1996年）
出典：ケヨレ／バッハ、1998年、図4-13。
誰がスポーツ活動環境を計画するか？そしてどのようにス
ポーツ活動環境を計画するかについては、地方自治体は次の
ように対応している。すなわち、第一位にランクされ皆に人
気のあるスポーツについて間臘することに以下のような前提
条件を示している。
・地方自治体が対応するスポーツ活動計画は全住民を対象と
する。
・地方自治体のスポーツ活動計画の目的は、スポーツ施設の
立地と面積を都市計画及び地域計画の視点から長期的に担
保し、住民のスポーツ活動を可能にするとともにこれを振
興するところにある。
・地方自治体の課題は、これに加えてスポーツ施設の整備や
維持管理についても、スポーツクラブや商業施設が持ちこ
たえられなくなったときに支援することも目的としている。
このような前提が満たされている場合、次のようなことが
いえる。スポーツ活動について面積や立地あるいは振興資金
についての希求は、用地及び財源が限られている。そして、
他の地方自治体の行政課題、すなわち教育、青少年、高齢者
補助、社会的援助、住宅建設、道路建設などとバッティング
することになる。
これらの或いはこの他の自治体の行政課題の領域では、目
標設定と、これにともなう予算要求についても方法論的に高
度になっており、厳しく吟味された計画力泌要である。目標
とすることや要求をガードすることは大変重要である。スポ
ーツの予算計画についても、計画的及び維持管理的視点を十
分踏まえていくことが必須であり、論理的にも現実的にも最
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図表１０ブーフホルツ市（ニーダーザクセン州）のスポーツ選好度
※クラブ、商業スポーツ、自由時間（個人)、その他の分類による。
出典：ケール／バッハ、1998年、図３．
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図表１１ブーフホルツ市（ニーダーザクセン州）の
スポーツ施設別活動選好度
※スポーツホール、スポーツ広場､専門スポーツ施設及びスポーツの機械
のある場所、又はその他の施設。
出典：ケヨレ／バッハ、1998年、図３．
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向性が定まるものである。なぜならスポーツの振興と発展に
はスポーツ行政的な決定が数多く必要だからである。このこ
とは次のような理由から明らかである。
・スポーツ施設環境は、その地域又は地方自治体の自由時間
に関わる全ての供給メニューに対して、どのような役割を
演じるか？
・どのようなスポーツ種目が適切か？また新しい形式のスポ
ーツ活動力泌要であるか？
・皆のスポーツは競技スポーツに対してどのような意味を有
するか、またこれらはトップスポーツに対してどのような
意味を持つのか？
・どのようなスポーツを振興し、どのようなスポーツを切り
捨てるか、またどのようなものを確保するか、従ってどの
ようなスポーツ施設を確保するか、また不要とするか？
・スポーツに熱心でない住民をどのようにしてどの程度スポ
ーツ活動に参加きせるか？
・どのようなスポーツ種目をどのようなスポーツ施設で、ど
のような機会を与えて行うようにするか？
・サプライヤーは誰か？クラブか商業施設か、青少年の連盟
か、生涯学習の学校か、企業か？そしてどのようなサービ
スを行うか？
・行政はこれらを行うにあたり独立性を有しており、また責
任もある。その際、クラブや商業施設の営利本位の考えに
飲まれてはいけない。従って行政は提供内容について大き
な責任がある。
３．施策課題としてのスポーツ施設整備計画
施策のフレームを決めるにあたっては、行政がこれらに関
与している｢役者｣すなわち責任者､管理者､サプライヤー、
ユーザーとのあいだでスポーツ施策的取り決めができている
ことがTiti提である。この場合、ヒアリングと取り決めのプロ
セスにどのように関わっていくかという参加形式がしっかり
していなくてはならない。これは、外部の意見者に対しても
設問というかたちでスポーツ施設整備計画の叩き台に参加す
ることを可能としている。そして、これに続く討論と決定の
プロセスを行政で行うことが可能となるのである。計画のプ
ロセスは、関係者と関心を有している人々の多くが計画の
個々の状態を把握できるようにして、コラポレーションがで
きるようにせねばならない。
スポーツ施設整備計画は、本来地方自治体或いは地域の独
立した計画として実行されねばならない。そしてその計画は
他の部門の計画との整合性を取り、面積規模と立地が妥当で
あるならば、自治体の計画、すなわち都市計画あるいは土地
利用計画へと組み込まれる必要がある。計画の独自性力泌要
である理由については、独立した計画で初めてスポーツ施設
計画の専門的あるいは実務的な構想力可能になるからである。
これにより派生してくる空間計画、すなわち既存の用途地域
内及び景観との整合性において面積・立地をどのように位置
付けるか、また調整するかについての問題を解決することが
可能となる。
新の戦略を取らない限り予算確保は難しいといえる。
そこで、スポーツに関する計画の現状あるいは将来につい
て、他の要求方式と比較しても優れたものにするために新し
い計画の方法論が開発された。そして'991年初めて公開され
（バッハ／ケール／ホツホストラーテ、1991年)、この10年
間で検証された。都市或いは地方自治体で試行きれたものに
ついては、コルヘンブロイ、クレーフェルド、ワイマール、
ラインフェルデン、バッサウ、ブークホルツ（ニーダーザク
セン州)がある｡(コルヘンブロイ1992年､バッハ／コール1995
年、ケヨレ1993年、バッハ／シユライヤー1996年、ケヨレ／
バッハ1993年）がデータとして出されている。
これらの結果が今回指針としてまとめられたのである。指
針では以下のことをベースとしている。
スポーツ活動環境計画にあたっては、明確なスポーツ概念で
行わなければならない。
・スポーツ活動環境の計画は、スポーツが行われる地方自治
体について個別に考慮されねばならない。その際には、全
住民を対象に現実的及び潜在的なニーズの考察がなされな
ければならない。
・スポーツ活動環境計画は、スポーツをサービスとして提供
或いはセールスするサプライヤーの多数、すなわちスポー
ツクラブ、商業的スポーツ施設、生涯学習学校などが計画
に参加する必要がある。
・スポーツ活動環境計画には、従来のスポーツ施設に加え
て、スポーツを気軽に行えるような場の設定についても配
慮されねばならない。
・スポーツ活動環境計画においてスポーツ施設の建築的・機
能的構成を考える際には、競技スポーツに対応した構成の
みならず、他の構成的視点、すなわちデザインの美しさ、
体験の質、ニーズへの対応度、可変性、多目的性などが配
慮されねばならない。
・スポーツ活動環境計画にあたっては、スポーツマン（ユー
ザー）が選択できるような管理の多様性や多岐にわたる活
動内容を配慮し、例えばよくマネージされたスポーツとと
もに、インフォーマルなスポーツ活動が可能であったり、
カットされ易いスポーツ種目、例えば機械体操、ハンドボ
ール等についても配慮したり、母と子の体操などが自由に
行えるスポーツ等についても考える必要がある。
新しい計画の方法論は、二つの前提から出発する。ひとつ
は、地方自治体がスポーツ政策策定の責任を有するという視
点である。これは、スポーツ施設設備計画の内容的課題でも
ある。これに加えて必要なのは、地方自治体がスポーツ活動
に関連する領域についてもオーガナイズするということであ
る。これはスポーツ施設整備計画のマネージメント的課題で
ある。
２．スポーツ施設整備計画のあり方
地方自治体におけるスポーツは多様化しており、スポーツ
活動への参加者、スポーツクラブ管理者或いは商業スポーツ
施設経営者の意見のみでなく、地方自治体の意向によって方
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これら個々の部門は、しばしI卦月互にその利用をめぐって
競合する関係にあるので、調整が必須である。従って、スポ
ーツ施設整備計画の実施は、スポーツ関係者及び行政の双方
にとり極めて関心のあることである。行政はここでも重要な
役割を有する。
４．スポーツ施設整備計画指針
スポーツ施設整備計画指針の中核となる理念及び計画の方
法論は、非常に明解である。地方自治体において全てのスポ
ーツマンのスポーツ種目ごとの活動実態が個別に明らかに予
測できるとすると、全てのスポーツ活動は、これらのスポー
ツ活動の容量を考察して規定することが可能となる。新しい
計画方法論のターミノロジーとしては、原則的に、スポーツ
施設のニーズはスポーツ活動のニーズに対応していなければ
ならないといわれている。
この理念を計画レベルで捕らえてゆくと、二つの本質的な
命題に突き当たる。すなわち、スポーツ施設とスポーツ活動
の機会に対して：
ミニ゛の程度の活動人数で
－どのような機能と施設の特性で
－どのような設備を有し
弓どのような立地で
－誰（サプライヤー）が行うのか
を現在と将来の住民に対して提示せねばならず、同時にどの
ような住民が：
ミニ雷のようなスポーツを
弓どのような頻度で
－どのような時間帯に
－と゛のような施設と活動の機会に
ミニ゛のような立地で
－誰が配給した施設
を現在あるいは将来、利用するかということが大切である。
この二つの命題により、住民のスポーツ行動についてスポ
ーツ施設ニーズを抽出する基礎づくりができる。ニーズの抽
出は、スポーツ施設設備計画の最も重要なステップである。
スポーツ施設整備計画には全部で九つの計画ステップがあ
る｡つまり現状把握だけでなく､将来予測力泌要なのである。
以下、個々のステップについて解説する（指針の詳細マニュ
アルより引用)。
４－１．計画ステップ１：課題分析と目標設定
スポーツ施設整備計画はスポーツとスポーツ施設整備建設
について、またその展開について包括的に論じられなければ
ならない。公開的な立場及び専門的、施策的立場での討議が
必要であり、あらゆる視点からニーズについて論じられなけ
ればならない。あまりにも特殊なものについては、時にはこ
れを省くことも必要となる。
４－２．計画ステップ２：スポーツ種目とスポーツ活動のサ
プライヤーの洗い出し
サプライヤーには各種ある。具体的にどのようなスポーツ
種目がスポーツクラブやその他のサプライヤーで行われてい
るかを詳しく調べる必要がある（生涯学習センター、企業の
施設､商業施設など全て)。これに加えて、スポーツクラブに
おける部門別活動人口調査、さらには組織に属さない人の数
もアカウントカ泌要である。このサプライヤーサイドのデー
タを集めるとスポーツの現状が明らかなる。
４－３．計画ステップ３：スポーツ施設の現状と将来予測
現況を調査して実態を知る。特に種類、大きさ、建設・技
術的状態、立地、利用形態が重要である。大切なのは、その
スポーツ施設でどのようなスポーツ活動力可能かということ
であり、キャパシティ、利用度、シーズン性、利用時間帯の
把握が重要である。個々のスポーツ施設についても、その規
模、立地、周辺の規制、交通アクセス、利用圏などが大切で
ある。また、改築や拡大などの将来計画も重要である。現状
では学校スポーツがどの程度利用されているかについても詳
しく調べる必要がある。
４－４．計画ステップ４：ニーズの抽出
プランの段階でニーズを抽出することは、まず計画区域の
全人口について、さらに現状及び将来のスポーツ活動人口の
想定がなされるべきである。これはクラブサーピスを受けて
いる者とエリアサービスのみの自由時間スポーツ活動者につ
いて行う必要がある。また、スポーツ種目ごとの人口想定も
必要である。施設のニーズは、住民が行うスポーツ活動につ
いて施設の数、様式、規模、設備、立地等について示されね
ばならない。
スポーツ施設のニーズ決定に関しては、住民の活動と施設
の利用条件が大切である。スポーツの利用形態については次
の４つのパラメーターにより算出される。
ａ）年齢・性別ごとの活動度
ｂ）スポーツ種目のプライオリティ
ｃ）スポーツ活動の頻度
。）スポーソ活動の時間
である。利用条件は４つのスポーツ施設のプライオリティに
加えて、以下のことを考慮せねばならない。
ａ）スポーツ施設とスポーツ種目の組み合わせ
ｂ）スポーツ施設の利用度
ｃ）スポーツ施設の利用時間
ｄ）スポーツ施設の休館ファクタ_
これらに配慮して、スポーツ施設のニーズは後述する３つ
の計算式による。スポーツクラブ内とスポーツクラブ外、性
別、年齢、階層別に計算し、また夏季と冬季の変動も考える
必要もある。
４－５．計画ステップ５：現状及びニーズの分析
ステップ５では、現状と将来の施設ニーズについて計算式
で算出する。これによって既存のどの施設が赤字でどの施設
がオーバーに利用されているかを把握すべきである。
スポーツ活動人口、スポーツニーズ及びスポーツ施設ニーズ
の算出方式
【公式１】スポーツ活動人口＝住民×活動度×優先順位
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【公式２】スポーツニーズ＝スポーツマン×頻度×時間
【公式２】
スポーツニーズ×組み合わせファクター
スポーツ施設ニーズ＝
利用密度×利用頻度･休館ファクター
４－６．計画ステップ６：、
現状とニーズとをつき合わせて不足分も考えて、どのよう
にしたら全体のバランスがとれるかコンセプトをつくる。
４－７．計画ステップ７：実施に伴う考察
これらの計画を実施に移す際にどのような問題が発生して
くるかをあらかじめ推測し、施策的に可能かどうかも検討す
る。
４－８．計画ステップ８：目標と施備手続きの考察
行政内での種々の手続きの必要性と問題点について
４－９．計画ステップ９
スポーツ施設整備計画の成果の分析と展開
まとめと展望
この手法は、次のようなことが特徴である。
１）行動分析によりニーズ分析をして数量化した。
２）スポーツ施設整備計画が他の自治体や地域の計画との整
合性をとる出発点になる。
３）全てのスポーツ施設整備に関わる関係者の意見の統合が
できるようになる。
４）明確で分かりやすく客観的である。
５）ＩＴを駆使して行い得るようになっている。
ゴールデンプログラムの反省
よいこと尽くめのゴールデンプログラムであるが、発表か
ら２年の現在、あまりにもその計画方式が複雑すぎるとの批
判もあるようである。しかし現在の様子では、やはりこのよ
うなゴールデンプログラムがlIZ､要であるという共通認識がド
イツでは一般的である。
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